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女性活躍支援・推進等に関する調査結果 

2013 年７月 29 日 

一般社団法人日本経済団体連合会 

 

Ⅰ．調査実施要領 

 調査目的：会員企業における女性の活躍状況や活躍支援・推進の取り組み、 

      それらの自主的な公表状況等の実態について調査し、今後の政策 

      立案の際の資料として活用する。 

 調査対象：経団連 企業会員 1,303 社 

 調査期間：2013 年 4 月 9 日～5 月 10 日 

 回答状況：有効回答社数は 339 社（回答率 26.0％） 

       ※グループ企業として回答のあった９社を含む 

       産業別：製造業 151 社（44.5％）、非製造業 188 社（55.5％） 

       規模別：従業員300人以上314社（92.6％）、300人未満25社（7.4％） 

          ※従業員数は、いわゆる正社員の人数 

 

Ⅱ．調査結果のポイント 

  1. ほとんどの企業が自社の女性従業員数等の状況を把握 

女性の従業員・総合職・管理職・新卒採用に関する数・比率については、

ほとんどの回答企業が、また新卒採用の応募者における女性の割合につい

ては 73.3％の企業が、実態を把握していた（図表１）。 

2. 大多数の企業が女性活躍支援や推進の取り組みを実施 

90.6％の企業が取り組みを実施（図表２）。その目的は「優秀な人材の確保・

定着のため」との回答が多かった（図表３）。取り組み内容は女性活躍支援

に資する育児・介護にかかわる諸制度（法定を上回るもの）や「キャリア

支援に関するセミナー・研修」「各種サポート制度の情報提供」との回答が

多く挙げられた（図表４）。 

3. 取り組み等の自主的な公表への対応は各社さまざま 

女性の活躍に関する取り組み状況や計画等を自主的に公表している企業は

57.2％（図表５）で、「優秀な人材の採用等企業としてメリットが見込める」

「情報開示すべき項目の１つと位置付けている」「社会的要請に応えるた

め」等の理由により公表している（図表６）。主な公表項目は、「女性従業

員数又は比率」「女性管理職数又は比率」であった（図表８）。 
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Ⅲ．調査結果 

１．女性活躍についての実態把握状況等について 

図表１．把握の状況 

 

 

 

２．女性活躍支援や推進の取り組み状況について 

図表２．取り組み有無（回答数：339 社） 
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注）最近、新卒採用を実施していない２社を除く 337 社となっている。

注）

注）

※取り組みを実施している企業 307 社 
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図表３．女性活躍支援・推進に取り組む目的（回答数：307 社） 
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【複数回答】 

注）「その他」の回答としては、「ダイバーシティー（多様性）推進のため」、「社会的

  責任・要請への対応のため」等があった。 

注）
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図表４．女性活躍支援・推進のために取り組んでいる内容（回答数：307 社） 
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３．自主的な公表状況等について 

図表５．社外への自主的な公表の有無（回答数：339 社） 

 

 

 

図表６．公表している目的（回答数：194 社） 
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※自主的に公表している企業 194 社 
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図表７．公表しているツール（回答数：194 社） 

 

 

 

 

図表８．公表している項目（回答数：194 社） 

 

 

 

 

以 上 

71.1 

19.1 

56.2 

38.1 

19.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 

ＣＳＲ報告書

アニュアル・レポート

会社ＨＰ

社外ＨＰ

その他

58.8 

10.3 

45.9 

33.5 

33.5 

22.2 

56.2 

0 20 40 60 80 

女性従業員数又は比率

コース別管理がある場合の女性総合職数又は

比率

女性管理職数又は比率

女性従業員の新卒採用数又は比率

新卒採用の応募者における女性の割合

その他（数値的な項目）

その他（制度等取り組み内容）

注）「その他（制度等取り組み内容）」の主な回答は、「育児休業制度、短時間勤務制度、介護休業制度、

  在宅勤務、フレックスなど各種制度の紹介」や、「女性活躍を進めた理由等の企業の考え方」、 

  「採用拡大・職域拡大等支援に資する取り組みの紹介」等であった。 

(%) 

(%) 

【複数回答】 

【複数回答】 

注） 

注）「その他」の回答としては、「採用パンフレット」、「会社案内」等があった。 

注）
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